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平成 27 年度コンプライアンス関連事業 

事業計画と実施結果 対照表 
 

 計画 結果 

4 月 

 
・行政機関に平成 26 年度活動、27 年度活動計画
の報告 
・各社に 26 年度に実施したコンプライアンス確
立に向けた取組み状況の報告要請 
・行動憲章の改訂（暴力団排除の項目を追加） 
・コンプライアンス委員会 
・倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 
⇒ 協会に意見具申 

 
4月 21日 県に提出 その後四国地整と県内各自治
体に郵送 

7 月中旬発送 
 
5 月 15 日 改訂 
4 月 7 日 開催 
4 月 9 日 開催 
 
 
6 月 24 日 日本造園建設業協会高知支部、高知県地
質調査業協会、全国道路標識・標示業四国協会高
知県支部合同コンプライアンス研修 当協会から
講師派遣 

6 月 1 日～12 日（5 回）実施の県主催コンプライア
ンス講習会 会員へ案内 

 
 (公益通報実績) 無し 
 (コンプライアンス相談窓口) 2 件 
 

5 月 

6 月 

7 月 

 
・行政機関に定期活動報告（第１四半期） 
 
・新入社員研修会＝今年度の業界新入社員に対
し、コンプライアンス研修 
・建設業の暴力追放決起大会の開催 
 
 
・12 支部、青年部、女性部等で講習会、勉強会 
 
・コンプライアンス委員会 
・倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 
⇒ 協会に意見具申 
 

 
7月 29日 県に提出 その後四国地整と県内各自治
体に郵送 

8 月 3 日 新入・若手社員研修会 コンプライアン
ス研修実施 

10 月 6 日 暴力追放高知県民センター、暴力追放高
知市民会議 主催の第 14 回 暴力追放高知県市民
総決起大会に当協会から 2名参加 

8月 24日 支部長会にてコンプライアンスの徹底を
要請 

7 月 22 日 開催 
7 月 21 日 開催 
 
 
9 月 28 日～29 日（３回）実施の県主催コンプライア
ンス講習会追加開催 

  ⇒協会 HP で参加呼びかけ 
(公益通報実績) 無し 
(コンプライアンス相談窓口) 1 件 
 

8 月 

9 月 

10 月 

 
・行政機関に定期活動報告（第２四半期） 
 
・協会幹部による支部訪問、講習会、勉強会 
 
 
・コンプライアンス委員会 
・倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 
⇒ 協会に意見具申 
 
 
 
（年末特別夜間防犯活動、定期防災訓練） 

 
11月 4日 県に提出 その後四国地整と県内各自治
体に郵送 

県主催により、協会幹部と各支部との意見交換会 
(11月中旬～1月中旬 6か所) 県よりコンプライア
ンス徹底を要請 
10 月 29 日 開催 
10 月 30 日 開催 
 
 
(公益通報実績) 無し 
(コンプライアンス相談窓口) 1 件 
(11 月 29 日 中央公園でこうち防災フェスタ) 
(12 月 18 日 高知支部と合同で防犯活動) 

11 月 

12 月 
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1 月 

 
・行政機関に定期活動報告（第３四半期） 
 
・コンプライアンス講習会（講師：建設業適正取
引推進機構を予定） 
・各団体に 27 年度にコンプライアンス確立に向
けた取組み状況の報告要請 
・コンプライアンス委員会 
・倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 
⇒ 協会に意見具申 
（PDCA サイクルによる活動見直しと平成 28 年度
活動計画策定） 

 
2 月 2 日 県に提出 その後四国地整と県内各自治
体に郵送 

2 月 8 日 建産連主催によりコンプライアンス講習
会実施（180 人出席） 

2 月 25 日 高知県建設産業団体連合会主催 
 高知県との協議懇談会にて報告 
 
1 月 21 日 開催 
1 月 27 日 開催 
 
 
(公益通報実績) 無し 
(コンプライアンス相談窓口) 7 件 
 

2 月 

3 月 
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平成 27 年度コンプライアンス活動実績（事業別） 

 

１．行政機関への活動報告 

（１）平成 26 年度活動実績、平成 27 年度活動計画 報告 

平成 27 年 4 月 21 日 県土木部に提出 後、四国地方整備局と県内各自治体に提出（郵送）。 

（２）平成 27 年度第１四半期活動実績 報告 

平成 27 年 7 月 29 日 県土木部に提出 後、四国地方整備局と県内各自治体に提出（郵送）。 

（３）平成 27 年度第２四半期活動実績 報告 

平成 27 年 11 月 4 日 県土木部に提出 後、四国地方整備局と県内各自治体に提出（郵送）。 

（４）平成 27 年度第３四半期活動実績 報告 

平成 28 年 2 月 2 日 県土木部に提出 後、四国地方整備局と県内各自治体に提出（郵送）。 

    

２．会 議 

（１）コンプライアンス委員会 

・第 1 回 4 月 7 日（火） 

 議題１．1 月～3 月の活動報告 

   ２．平成 27 年度活動計画について 

   ３．1 月～3 月のコンプライアンス違反の事案について 

・第 2 回 7 月 22 日（水） 

 議題１．4 月～6 月の活動報告について 

   ２．平成 27 年 4 月～6 月 新聞報道等について 

   ３．高知県発注（土木一式工事）入札結果について 

・第 3 回 10 月 29 日（木） 

 議題１．7 月～9 月の活動報告について 

・第 4 回 1 月 21 日（木） 

 議題１．10 月～12 月の活動報告について 

（２）倫理委員会 

・第 1 回 4 月 9 日（木） 

 議題１．平成 26 年度第 4 回倫理委員会（1 月 20 日）開催結果について 

   ２．平成 27 年 1 月～3 月の活動報告について 

   ３．平成 27 年度活動報告について 

   ４．1 月～3 月のコンプライアンス違反の事案について 

   ５．「公益通報連絡窓口」事務局対応マニュアル 
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・第 2 回 7 月 21 日（火） 

 議題１．平成 27 年度第 1 回倫理委員会(4 月 9 日）開催結果及び 4 月～6 月の活動報告に

ついて 

   ２．平成 27 年 4 月～6 月 新聞報道等について 

   ３．高知県発注（土木一式工事）入札結果について 

 

・第 3 回 10 月 30 日（金） 

 議題１．平成 27 年度第 2 回倫理委員会(7 月 21 日）開催結果について 

   ２．平成 27 年 7 月～9 月の活動報告について 

 

・第 4 回 1 月 27 日（水） 

 議題１．第 3 四半期活動報告並びに、第 3 回倫理委員会（10 月 30 日）開催結果について 

   ２．平成 27 年度コンプライアンス違反状況並びに平成 26 年度発注機関別落札率 等 

 

  

３．「公益通報連絡窓口」実績 

通報実績なし 

 

 

４．「コンプライアンスに関する相談窓口」実績 

11 件  

(内容) 

・建設業許可に関する件 

・建設業法に関する件 

・品確法に関する件 

・労働基準法に関する件 

・工事に伴う助成金制度に関する件 

・淡水漁協への漁業補償に関する件 他 

 

５．講習会、セミナー 等 

（１）日本造園建設業協会高知支部、高知県地質調査業協会、全国道路標識・標示業四国協会 

 高知県支部合同 コンプライアンス研修会 

 6 月 24 日（水）  

 講師：（一社）高知県建設業協会 事務局長 川上 勲夫 

 内容：高知県における独禁法違反の事案について、発注者・受注者間における建設業法遵守ガ

イドラインについて 

 60 名が出席。 
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（２）高知県主催 事業者向けコンプライアンス研修  

内容：受注者に求められるコンプライアンスの取組について、暴力団からの不当要求への対応に

ついて 

日  程 場  所 参加者数 

6 月 1日（月） 田野町総合文化施設ふれあいセンター 76 社 83 名 

6 月 2日（火） 県民文化ホール（グリーン） 273 社 325 名 

6 月 10 日（水） 県民文化ホール（グリーン） 311 社 376 名 

6 月 11 日（木） 宿毛市総合社会福祉センター 134 社 147 名 

6 月 12 日（金） 須崎市立市民文化会館 111 社 120 名 

合   計 
886 社 1,051 名 

※重複除く 

   

    ＜全建設業参加者＞（高知県調べ） 

入札参加資格 入札参加資格者数 参加事業者数 参加率 昨年度参加率 

土 

木 

一 

式 

A 24 24 100％ 100％ 

B 251 202 80％ 74％ 

C 284 147 51％ 50％ 

D 341 128 37％ 32％ 

その他 － 385 － － 

計 900 886 － － 

 

    ＜協会会員参加者＞（協会調べ） 

入札参加資格 会員ランク別 参加会員数 参加率 

土 

木 

一 

式 

A 24 24 100％ 

B 229 184 80％ 

C 124 75 61％ 

D 30 14 47％ 

その他 40 12 30％ 

計 447 309 70％ 
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（３）建設業協会主催 新入・若手社員研修会でのコンプライアンス講習会 

8 月 3日（月） 

講師：建設業協会 常務理事兼事務局長 川上勲夫氏 

内容：コンプライアンスの徹底について 

25 社 46 人出席。 

（４）高知県主催コンプライアンス講習会（追加開催） 

9 月 28 日（月）～29 日（火） 

6 月に開催した事業者向けコンプライアンス研修に参加していない事業者を対象に追加開催を

行った研修。 

参加事業者数 140 事業者 

（５）高知県主催 県土木部幹部と建設業協会各支部との意見交換会 

11 月 17 日（火）～1月 20 日（水） 

県土木部幹部と出先事務所、建設業協会本部と各支部の幹部との意見交換会の中で、コンプライ

アンスの徹底を要請。5日間、県内 6会場 

（６）高知県建設産業団体連合会（建産連）主催 コンプライアンス講習会 

2 月 8 日（月） 

講師：（一社）高知県建設業協会 倫理委員会 委員 中村 浩通 氏 

内容：建設業のコンプライアンス 

建設業界含め建設関連団体 200 名出席。 

 

６．その他の活動 

（１）各社、各団体が行うコンプライアンス活動の報告要請 

・会員企業(土木)7 月 2 日報告依頼、218 社から回答（最終）。 

・建設関係団体（建設産業団体連合会加盟）報告依頼、 団体から回答。 

（２）高知県建設産業団体連合会（建産連）主催 高知県知事との意見交換会 

2 月 25 日（木） 

建産連各団体のコンプライアンス活動とりまとめ、県に報告。 

業界のコンプライアンス推進などについて協議。 

（３）通年 ホームページ、協会機関紙においてコンプライアンス関連の広報 

（４）当協会に窓口を設置した「工事現場における様々な不当要求（暴力団含む）についての相談」

も昨年に引き続き対応。 

  「直轄高知海岸整備事業における暴力団等反社会的勢力からの不当要求行為等対策連絡会」の

準備会（6 月 5 日）と設立会（9 月 15 日）にも参加するなど、暴力団排除に向けた活動を徹底。 
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平成 28 年度コンプライアンス関連事業 

事業計画と実施スケジュール 

 

（スケジュール） 

 

4 月 

行政機関に平成 27 年度活動、28 年度活動計画の報告 

各社に 27 年度に実施したコンプライアンス確立に向けた取組み状況の報告要請 

コンプライアンス委員会 

倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 ⇒ 協会に意見具申 

5 月 

6 月 

7 月 
行政機関に定期活動報告（第 1四半期） 

若手・新入社員研修会＝業界の若手・新入社員に対し、コンプライアンス研修 

12 支部、青年部、女性部等で講習会、勉強会 

県 主催 コンプライアンス講習会への協力（受講率向上） 

コンプライアンス委員会 

倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 ⇒ 協会に意見具申 

（定期防災訓練） 

8 月 

9 月 

10 月 
行政機関に定期活動報告（第 2四半期） 

県・協会幹部による支部訪問、講習会、勉強会 

コンプライアンス委員会 

倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 ⇒ 協会に意見具申 

（年末特別夜間防犯活動、定期防災訓練） 

11 月 

12 月 

1 月 
行政機関に定期活動報告（第 3四半期） 

コンプライアンス講習会（講師：建設業適正取引推進機構を予定） 

各団体へ 28 年度のコンプライアンス確立に向けた取組み状況の報告要請 

県幹部との意見交換会（コンプライアンス徹底要請） 

コンプライアンス委員会 

倫理委員会 協会活動のチェック、改善策協議 ⇒ 協会に意見具申 

（PDCA サイクルによる活動見直しと平成 29 年度活動計画策定） 

2 月 

3 月 
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（その他の随時実施事業） 

 ・「公益通報窓口」「コンプライアンスに関する相談窓口」（通年実施）。 

 ・「工事現場における様々な不当要求（暴力団関係含む）についての相談」受付け、暴 

  力団排除に向けた取組みを徹底。 

 ・コンプライアンス委員会、倫理委員会は定期開催のほかに必要に応じて随時実施。 

 ・談合情報への対応（コンプライアンス委員会で対応し倫理委員会に報告）。 

 ・各企業で実施する講習会、勉強会のサポート、講師紹介等。 

 ・ホームページ、機関紙等による情報公開、情報発信。 

 ・コンプライアンスに関する各種広報事業。 

 

 

（改善点、留意点） 

 ・施工におけるコンプライアンス推進に向け、工事情報共有システムの導入検討。 

 ・各種コンプライアンス講習会は、建設業協会全会員の受講を目指す。 

  （受講者確保と受講率向上） 

  受講のインセンティブ（動機づけ検討）。 

  参加呼びかけの徹底。 


